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研究要旨 

 腸管出血性大腸菌（EHEC）保菌者に対する国外における公衆衛生上の対応に関して調査した。

調査対象国はアメリカ・イギリス・フランス・ドイツ・カナダ・イタリア・韓国・台湾・スウェーデン・アルゼン

チン・オーストラリアの 11 カ国とし、各国の行政ホームページ・公的文書・各種ガイドラインなどを参

照した。患者・無症状病原体保有者それぞれの、排菌陰性確認の必要性・その方法・小児（未就学

児・就学児）への対応・食品取り扱い業者への対応・医療従事者への対応・除菌の考え方などの情

報を調査した。調査結果をもとに各国と本邦における対応を比較すると、我が国における課題は排

菌陰性化確認を行うべき対象者が明確でないこと、除菌に関する考え方が曖昧でその判断が現場

に委ねられていることなどが挙げられる。 

 

A. 研究目的 

国内の腸管出血性大腸菌（Enterohemorrhagic 

Escherichia coli: EHEC）感染症に関する公衆衛

生上の取り決め・周知事項は国内外で共通のも

のではない。当該国の医療制度や各種法制度

による相違は想定されるが、保菌者からの二次

感染のような公衆衛生上の課題は共通のもので

あると考えられる。我が国においては、感染症法

で「保菌していないことが判明するまで、飲食物

の製造・販売・調整または飲食物と直接接触する

業務に従事させないこと」と定められており、保菌

していないことを確認するための方法として、平

成 11 年に厚生労働省から「感染症の病原体を

保有していないことの確認方法について」の通知

（以降、通知）が発出された。陰性化確認を行う

対象が置かれている状況に応じて、参照すべき

ガイドラインやマニュアルが多岐にわたることが

本邦の特徴である。除菌に関しては、「一次、二

次医療機関のための腸管出血性大腸菌(O157

等)感染症治療の手引き(改訂版)」「腸管出血性
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大腸菌 Q&A」などに記載はあるものの、抗菌薬

を用いての除菌を実際に行うかどうかの判断は

最終的に現場の医師や保健所の判断に委ねら

れている。他の分担研究において国内の運用に

関して様々な課題が明らかになってきているが、

海外諸国が同様の課題に対してどのように対応

しているのかを調査することは意義がある。 

本研究班では通知の改訂に資するエビデンス

の形成が求められている。本分担研究は海外諸

国における EHEC 保菌者に対する公衆衛生上

の対応を調査することにより、我が国の対応との

相違を明らかにし、我が国における通知や各種

ガイドラインの改訂に資するための情報をまとめ

ることを目的とした。 

B. 研究方法 

 調査対象国はアメリカ・イギリス・フランス・ドイ

ツ・カナダ・イタリア・韓国・台湾・スウェーデン・ア

ルゼンチン・オーストラリアの 11 カ国とした。各国

の行政ホームページや公的文書、各種ガイドラ

インなどを参照し、EHEC 保菌者の公衆衛生上

の対応に関連した項目を調査した。調査項目の

詳細を表 1 に示す。調査においては現地の母国

語に長けている必要があると判断したため、株式

会社 WIP ジャパンに一部業務を委託した。 

 

C. 研究結果 

C-1. 届出の必要性 

 フランスとアルゼンチンの 2 国以外は、原則とし

て EHEC 保菌者と診断した場合は届出が必要で

ある。フランスでは同じ食物に起因する類似症状

が 2 例以上発生した場合は、集団食中毒として

報告義務がある。15 歳未満の溶血性尿毒症症

候群（Hemolytic uremic syndrome: HUS）につい

ては 32 病院で構成されたサーベイランスネットワ

ークがあり、EHEC に関連したサーベイランスは

事実状このネットワークに依存しているのが現状

のようである。アルゼンチンではHUS症例の場合

のみ届出が必要である。 

 

C-2. 検査方法 

 使用可能な検査方法は便培養と PCR が実施

できる国がほとんどであった（表 2）。しかし検査と

して実施可能ということなのか、排菌陰性確認の

方法として実施が必要とされているのかは今回

の調査では明らかにならなかった。 

 

C-3. 排菌陰性確認の必要性 

患者の場合はいずれの国においても排菌陰性

確認が必要とされていた（表 3）。無症状病原体

保有者に対しては、ドイツ・カナダなどの一部の

国においては陰性確認が必要とされておらず、

イギリスでは多者への二次感染のリスクが高いハ

イリスクグループにおいてのみ必須とされている。

アメリカは州法により異なるようであり、調査した

ジョージア州では無症状病原体保有者の陰性確

認は必須ではないようであった。 

 

C-4. 小児への対応 

 各国の未就学児、就学児への対応を表 4、表 5

に示す。未就学・就学を問わず、患者において

はすべての国が排菌陰性確認ができるまで登園

停止としていた。未就学児の無症状病原体保有

者に対する対応は様々で、イギリス・ドイツ・カナ

ダ・オーストラリアでは陰性化確認できるまで登

園停止と明確に決められていたが、アメリカ（調

査を行ったジョージア州）やイタリア、スウェーデ

ンでは特に制限なく登園可能としていた。一方、

就学児の患者への対応は、明確な取り決めが存

在しない国が多かったが、イギリス・スウェーデ

ン・オーストラリアでは特別な対応不要との記載

であった。ドイツ・韓国では陰性化確認できるま

では登校停止としているようであった。 
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C-5. 食品取り扱い業者への対応 

 一部の国で明確な取り決めが無いようであった

が、原則として患者・無症状病原体保有者ともに

陰性化確認できるまでは就業停止としている国

が多かった（表 7）。 

 

C-6. 医療従事者への対応 

 イギリス・カナダ・台湾・オーストラリアでは患者

において陰性化確認ができるまで就業制限が必

要としている。イギリス・台湾では無症状病原体

保有者の医療従事者においても同様の対応がと

られているようである。その他の国では医療従事

者の患者・無症状病原体保有者に関して明確な

規定は存在しなかった。 

 

C-7. 除菌に関する考え方 

 各国における保菌者に対する除菌の考え方に

関して表 8 に示す。除菌のために抗菌薬使用を

推奨している国は存在せず、何らかの記載のあ

る国ではいずれも EHEC 感染症に対する抗菌薬

治療が HUS のリスクを増大させる可能性があるこ

とを根拠に、抗菌薬投与に関して消極的または

非推奨としていた。 

 

D. 考察 

EHEC 保菌者の届出は殆どの国で必須だが、

フランスやアルゼンチンなどの一部の国では

HUS 症例のみをサーベイランス対象にしている

国があった。このためこれらの国における排菌陰

性確認の方法や対象者の取り扱いに関しては基

本的に HUS 発症があった者を対象としているこ

とに留意が必要だろう。実際の排菌陰性確認に

際して使用しないといけない検査と、実施するこ

とができる検査方法の区別が今回の調査のみで

は判然としなかったが、便培養と毒素 PCR 検査

を組み合わせた検査方法が主流のようだった。

陰性化確認の方法の細かい内容は国ごとにわ

ずかな相違はあるものの、我が国の運用が他国

と大きく異なるわけではない印象であった。また、

未就学児・食品取り扱い業者などハイリスク者へ

の対応は概ね各国同様であった。ハイリスクでな

い無症候性病原体保有者は就業制限や就学・

通園停止などの社会的隔離措置を不要としてい

る国があった。 

 他国の運用と比較した際に、我が国における

課題は以下の通りと考えられる。まず排菌陰性

確認を行うべき対象が明確でない点がある。現

時点での我が国内の運用では、陰性化確認す

べき対象は感染症法で「保菌していないことが判

明するまで、飲食物の製造・販売・調整または飲

食物と直接接触する業務に従事させないこと」と

記載されているのみで、他の職種や小児に関し

ては明確な規定がない。しかし今年度の分担研

究「国内の腸管出血性大腸菌病原体保菌者に

対する公衆衛生上の対応に関する実態調査」で

示した通り、実際は保菌者として届出の行われた

対象者はほとんどの場合が排菌陰性化が確認さ

れている。イギリスなどの一部の国では対象者の

職業や年齢などを加味してリスク分類を行い、例

えばハイリスクグループに属さない無症状病原

体保菌者に対する排菌陰性化は不要であること

を明確にしている。このようなグループに対して

排菌陰性化確認が本邦でも不要かという議論は

別として、保健所や医療機関などの現場が混乱

しないように種々のパターンに対する細かい対

応方法を明確にする必要がある。 

次に、除菌に対する考え方が我が国と国外諸

国では大きく異なることが明らかとなった。我が国

においては厚生労働省が発出している「一次、

二次医療機関の ための 腸管出血性大 腸菌

(O157 等)感染症治療の手引き(改訂版)」「腸管
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出血性大腸菌 Q&A」などで触れられてはいるも

のの、抗菌薬を用いての除菌を実際に行うかどう

かの判断は最終的に現場の医師や保健所の判

断に委ねられているのが現状である。今回の調

査では対象国のほぼ全てが EHEC 感染症に対

する抗菌薬投与と HUS のリスク上昇を関連づけ

て、一律に除菌に関する抗菌薬投与を非推奨と

している。我が国においては他国ではあまり使用

されないホスホマイシンが感染性胃腸炎に対し

て頻用されている背景がある。これは本邦におけ

るアウトブレイク事例の際の報告で、EHEC 感染

症に対するホスホマイシン投与が HUS のリスクを

下げる可能性が示唆されたことを受けてであるが、

我々も本研究班の前身となる研究班において行

った症例対照研究で少なくとも小児においては

EHEC 感染症に対する抗菌薬投与が HUS のリス

クを下げる可能性があることを示した a。このような

本邦からの研究結果を鑑みると、ホスホマイシン

投与による除菌の有効性に関しても科学的に検

討すべきであり、安全性をもって排菌陰性化に

有効なのであればその結果を海外に発信する必

要があるだろう。 

今回の調査は、調査項目を詳細に確定させた

のちは各国における調査は委託会社の現地調

査員に依頼することになった。調査結果はいず

れも情報源が明確化されており、信頼に足るもの

と考えられたが、最終的に研究成果として厚生

労働省に提出する際には一部調査結果のファク

トチェックを行う必要があると考えている。またそ

れぞれの国において培養や PCR 検査をはじめと

した検査方法をどのような対象にどのようなタイミ

ングで行っているのか、どのような場合に実施可

能なのかといった詳細な内容に関しての追加調

査が必要と考える。これらの追加対応に関しては

研究最終年度である令和 4 年度に行っていく予

定である。 

 

E. 結論 

 EHEC 保菌者に対する公衆衛生上の対応に関

して国外 11 カ国における運用を調査した。本邦

における対応と比較すると、排菌陰性化確認を

行うべき対象者が明確でないこと、除菌に関する

考え方が曖昧でその判断が現場に委ねられてい

ることなどが我が国における課題と考えられた。 

 

F. 健康危険情報 

 特になし 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 

 2. 学会発表 

   なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 

 

表 1. 調査項目 

・保菌者の届出の必要性 

・保菌者の検査方法（便培養、PCR 検査実施有無など） 

・保菌者の排菌陰性確認の方法 

・保菌者の就業制限に関する詳細 

・小児における登園や登校に関する制限の有無と詳細 

・食品取り扱い業者、調理従事者の健康観察方法 
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・除菌に関する取り決め 

 

表 2. EHEC 保菌者に対する検査方法 

国 内容 

日本 培養 

アメリカ 培養、PCR 

核酸増幅検査・Whole genome sequencing はアウトブレイク調査支援で 

イギリス 培養、PCR など 

フランス 培養、PCR（毒素遺伝子検査）、ゲノム解析 

ドイツ 培養、PCR（毒素遺伝子検査のために必須） 

カナダ 培養、PCR（毒素遺伝子検査） 

イタリア 培養、PCR（毒素遺伝子検査） 

韓国 培養、PCR（毒素遺伝子検査） 

台湾 培養 

スウェーデン 培養、分子生物学的方法 

アルゼンチン 培養、PCR（毒素遺伝子検査） 

オーストラリア 培養、PCR（毒素遺伝子検査） 

 

表 3. 排菌陰性確認の必要性と詳細 

国 患者 無症状 内容 

日本 ◯ ◯  

アメリカ ◯ × ジョージア州の例：患者 2 回 間隔の規定なし 

イギリス ◯ ◯ 患者：24 時間以上あけて連続 2 回 

無症状：患者と同様だが、ハイリスクグループのみ実施 

フランス ◯ ◯ 患者：48 時間以上無症状になってから、24 時間以上あけて連続 2 回 

無症状：24 時間以上あけて連続 2 回 

ドイツ ◯ × 患者：HUS の場合、発症 2 回（24 時間以上あけて 2 回、抗菌薬投与

例は投与完了後 48 時間以上から） 

非 HUS の場合 1 回陰性確認のみ 

カナダ ◯ × 患者：重症 2 回（間隔は 24 時間以上、症状消失後かつ抗菌薬・止痢

剤中止後 48 時間以上から）、軽症 1 回 

イタリア ◯ 記載無

し 

患者 24 時間以上 48 時間以内に 2 回 

韓国 ◯ ◯ 患者：症状消失後 24 時間以上経過してから、24 時間以上あけて連

続 2 回 抗菌薬投与例は中止後 48 時間以上から 
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無症状：保菌が確認されてから 48 時間以上経過してから、24 時間以

上あけて連続 2 回 

台湾 ◯ ◯ 共通：症状消失かつ抗菌薬非投与の状態が 48 時間経過してから、

24 時間以上間隔をあけた連続 2 回 

スウェー

デン 

記 載

なし 

記載な

し 

 

アルゼン

チン 

◯ ◯ 小児のみが対象、48 時間あけて 2 回連続陰性 

オ ー ス ト

ラリア 

◯ ◯ 患者：症状消失後 24 時間以上間隔あけて連続 2 回 

無症状：48 時間以上間隔をあけて 2 回 

 

表 4. 未就学児への対応 

国 患者 無症状 

日本 医師において感染のおそれがない

と認められれば登園可能 

5 歳未満は 2 回以上連続で便から菌が検出

されなくなり、全身状態良好であれば登園

可能 

アメリカ 陰性化確認できるまで登園停止 登園可能 

 

イギリス 陰性化確認できるまで登園停止 陰性化確認できるまで登園停止 

フランス 陰性化確認できるまで登園停止 流行を抑えられない場合は登園停止を検

討 

ドイツ 陰性化確認できるまで登園停止 陰性化確認できるまで登園停止 

カナダ 陰性化確認できるまで登園停止 陰性化確認できるまで登園停止 

イタリア 陰性化確認できるまで登園停止 登園可能 

韓国 陰性化確認できるまで登園停止 注意してであれば登園可能 

台湾 陰性化確認できるまで登園停止 明確な記載なし 

スウェーデン 陰性化確認できるまで登園停止 登園可能 

アルゼンチン 陰性化確認できるまで登園停止 明確な記載なし 

オーストラリア 陰性化確認できるまで登園停止 陰性化確認できるまで登園停止 

 

表 5. 就学児への対応 

国 患者 無症状 

日本 病状により学校医その他の医師に

おいて感染のおそれがないと認め

るまで登校停止 

明確な規定なし  
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アメリカ 陰性化確認できるまで登校停止 明確な規定なし 

 

イギリス 48 時間以上症状消失まで登園停

止 

特別な対応は不要 

フランス 明確な規定なし 明確な規定無し 

ドイツ 陰性化確認できるまで登校停止 陰性化確認できるまで登校停止 

カナダ 陰性化確認できるまで登校停止 明確な規定無し 

イタリア 陰性化確認できるまで登校停止 明確な規定無し（州によっては特別な対応

不要としている） 

韓国 陰性化確認できるまで登校停止 陰性確認できるまで登校停止 

台湾 陰性化確認できるまで登校停止 明確な規定なし 

スウェーデン 陰性化確認できるまで登校停止 トイレや適切な手指消毒ができれば登校可

能 

アルゼンチン 陰性化確認できるまで登校停止 明確な規定なし 

オーストラリア 陰性化確認できるまで登校停止 登校可能 

 

表 6. 食品取り扱い業者への対応 

国 患者 無症状 

日本 保菌していないことが判明するまで、飲食物の製造・販売・調整または飲食物と直

接接触する業務に従事させないこと 

アメリカ 感染しにくい環境：症状消失後 24

時間で制限付きで就労可 行政当

局より承認され、医学的に許可さ

れるまで、または症状消失後 7 日

以上経過するまで制限継続 

感染しやすい環境：行政当局より

承認され、医学的に許可されるま

で、または従業員が無症状になっ

てから 7 日以上経過するまでは就

労不可 

行政当局からの承認が得られるまで、また

は診断されてから 7 日以上経過するまでは

除外または制限される 

 

イギリス 陰性化確認できるまでは就業停止 陰性化確認できるまでは就業停止 

フランス 明確な規定なし 明確な規定無し 

ドイツ 陰性化確認できるまでは就業停止 陰性化確認できるまでは就業停止 

カナダ 陰性化確認できるまでは就業停止 明確な規定無し 

イタリア 明確な規定なし 明確な規定無し 
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韓国 陰性化確認できるまでは就業停止 陰性化確認できるまでは就業停止 

台湾 陰性化確認できるまでは就業停止 陰性化確認できるまでは就業停止 

スウェーデン 陰性化確認できるまでは就業停止 明確な規定無し 

アルゼンチン 明確な規定なし 明確な規定なし 

オーストラリア 陰性化確認できるまでは就業停止 明確な規定無し 

 

表 7. 除菌に関する考え方 

国 内容 

日本 抗菌剤の使用による除菌は年齢、職業、その他の状況を総合的に勘案して行う 

アメリカ HUS のリスクを高める可能性があるため、抗菌薬は使用されない 

イギリス 患者や無症状病原体保有者への具体的な除菌対処法に関する記載はない 

フランス HUS 発症によりはじめて EHEC 感染検査を行うことから、EHEC 感染治療に関す

るデータが存在しない 

抗菌剤治療は HUS を悪化させるとして、ほとんどの抗菌剤は推奨されていない 

現在、毒素を放出させないアジスロマイシンなどの抗菌剤について研究が進んで

いる 

ドイツ 抗菌薬は、細菌の排泄を長引かせ、毒素の形成を活性化させる可能性があるた

め、ほとんど用いられない 

カナダ 抗菌薬を使用すると HUS のリスクが高まる可能性があるため、医師の指示がない

限り治療しない 

イタリア 記載無し 

韓国 溶血性尿毒症症候群を起こす恐れがあるため、抗生剤の使用は推奨されていな

い 

台湾 特定の抗菌薬の使用により溶血性尿毒症（HUS）のリスクが増大するという報告も

あるため、抗菌薬の使用は必ずしも有益ではない 

スウェーデン 記載無し 

アルゼンチン 抗菌薬は合併症を引き起こす可能性があり、HUS のリスクを高める可能性がある

ため、服用は推奨されない 

オーストラリア 記載無し 
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